
 

News Release 

中小機構（独立行政法人中小企業基盤整備機構）北海道本部は、起業や中小企業による新事業

展開等を支援するビジネス・インキュベーション施設「北大ビジネス・スプリング」の入居者募

集を行います。 

 

1．施設名称 

北大ビジネス・スプリング 

 

2．所在地 

北海道大学 北キャンパス内 

（北海道札幌市北区北 21条西 12丁目 2） 

アクセス：JR札幌駅よりバス等で約 15分 

 

3．募集居室（9室） 

施設の概要、入居対象者は別紙参照 

タイプ 階 居室番号 
賃貸面積 

（㎡） 

賃料 

（月額・税込） 

ウェットラボ 

1階 108 50.63 183,810円 

2階 

201 49.75 180,620円 

203 

25.27 91,740 円 

207 

3階 

302 

25.27 91,740 円 303 

307 

308 50.63 183,810円 

310 27.27 99,000 円 

「北大ビジネス・スプリング」入居者公募について 

2025 年 4月 1日 

独立行政法人 

中小企業基盤整備機構

pp 

「北大ビジネス・スプリング」施設外観 



4．募集スケジュール 

受 付 期 間：2025年 4月 8日（火曜）から 4月 16日（水曜）まで 

入居者決定：2025年 5月下旬（予定） 

入 居 開 始：2025年 6月下旬以降（予定） 

 

5．申込方法 

以下 URLをご参照ください。 

https://www.smrj.go.jp/incubation/ho-bis/index.html 

 

 

＜独立行政法人中小企業基盤整備機構（中小機構）＞ 

中小機構は、事業の自律的発展や継続を目指す中小・小規模事業者・ベンチャー企業のイノベーションや

地域経済の活性化を促進し、我が国経済の発展に貢献することを目的とする政策実施機関です。経営環境の

変化に対応し持続的成長を目指す中小企業等の経営課題の解決に向け、直接的な伴走型支援、人材の育成、

共済制度の運営、資金面での各種支援やビジネスチャンスの提供を行うとともに、関係する中小企業支援機

関の支援力の向上に協力します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜本件に関する問い合わせ先＞ 

独立行政法人中小企業基盤整備機構 北海道本部 企業支援部支援推進課（担当者：大能、朱山） 

住所：〒060-0002 北海道札幌市中央区北 2条西 1丁目 1番地 7 ORE札幌ビル 6階 

電話：011-210-7472  FAX：011-210-7481 

https://www.smrj.go.jp/incubation/ho-bis/index.html


別紙 

北大ビジネス・スプリングの概要 

 

 

 

1. 北大ビジネス・スプリングとは 

 

北大ビジネス・スプリングは、平成 20 年 12 月に完成したインキュベーション施設で、独立行

政法人中小企業基盤整備機構が北海道、札幌市、北海道大学と連携して運営を行っています。北

海道大学をはじめとした大学等が有する技術シーズ、知見を活用した大学発ベンチャーの起業及

び中小企業等の新事業展開を支援することにより、新事業・新産業の創出促進、地域社会への貢

献を目的とした公的賃貸施設です。 

施設には、専門の支援スタッフ（インキュベーション・マネージャー（IM））が常駐し、北海道・

札幌市・北海道大学及び支援機関等と連携を取りつつ、様々な支援ツールや情報をご提供し、起

業や創業活動、企業の新事業展開などを総合的にサポートしています。 

 

 

2. 募集施設の概要 

 

所 在 地：北海道大学北キャンパス内（北海道札幌市北区北 21条西 12丁目 2） 

構 造 等：地上 3階建、鉄筋コンクリート造、貸室数：31室 

共用施設：会議室、商談室、リフレッシュコーナー、給湯室、トイレ、エレベーター等 

 

 

3. 賃借人の資格 

 

本事業の目的に則し、以下のいずれかの者で、賃料支払いの可能な方とします。 

 

（1）北海道大学等（以下、本項では「大学」という。）の研究成果の活用又は大学との連携（連携

しようとする者を含む。）により、新たな事業展開を図ろうとする者であって、以下のアから

ウの何れかに該当する者 

ア 大学発ベンチャー 

イ 自らの研究成果をもとに起業しようとする大学の研究者、学生 

ウ 大学研究者等と連携（共同研究や技術指導等）する、もしくは連携しようとする、個人、

ベンチャー企業（社内ベンチャー含む。）、中小企業等 

（2）入居者及び地域企業の事業を支援又は利便を供する個人及び企業 

 

 


